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■会計別の決算額

収　入 支　出 差　引 実質収支

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｃ-Ｄ

226,451 215,357 11,094 2,165 8,929

45,474 45,232 242 0 242

46,053 44,851 1,202 0 1,202

109 45 64 0 64

6,995 6,978 17 0 17

98,631 97,106 1,525 0 1,525

136 58 78 0 78

収 益 的 収 支 18,473 14,828 3,645

資 本 的 収 支 6,367 16,092 △ 9,725

収 益 的 収 支 8,624 7,419 1,205

資 本 的 収 支 1,935 5,750 △ 3,815

収 益 的 収 支 4,305 3,652 653

資 本 的 収 支 126 393 △ 267

モ ー タ ー ボ ー ト 収 益 的 収 支 77,477 71,829 5,648

競 走 事 業 資 本 的 収 支 0 629 △ 629

収 益 的 収 支 108,879 97,728 11,151

資 本 的 収 支 8,428 22,864 △ 14,436

※100万円単位のため、金額の調整をしています。

一般会計
福祉、道路・公園、教育など、市が行う仕事の中心となる会計

特別会計
特定の収入を特定の支出に充てる会計

財産区会計
市町村から独立して、所有する財産の管理や処分ができる特別な地方公共団体の会計

企業会計
事業によって得られる収入で支出を賄う独立採算の会計

一 般 会 計

令　和　４　年　度　決　算　の　概　要

一般会計では、収入が２，２６４億５，１００万円（前年度比０．３％減）、支出が２，１５３億５，７００万円

（前年度比０．６％減）で、令和５年度への繰越財源を差し引いた実質収支は、８９億２，９００万円の黒字

となっています。

黒字の要因は、市税や地方交付税などで予算額を上回る収入があったことや、支出において、保健福

祉推進費や商工業振興費などで不用額が生じたことによるものです。

（単位　百万円）

区　　　　　　　　　　　分
５年度への
繰越財源

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

小                       計

財 産 区 会 計

企
　
業
　
会
　
計

下 水 道 事 業

水 道 事 業

市 民 病 院 事 業

小　　　計
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収支の状況（一般会計）

■　収入の概要（単位:百万円） ●その他の内訳
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　令和４年度の収入総額は、前年度に比べ６億６，２００万円（０．３％）の減収となっています。
その主な要因は、以下のとおりです。

伸び率 伸び率

△14.0 5.4

△6.3 21.5

△52.0 25.7

△32.8 9.4

　減収となった主な費目は、子育て世帯臨時特別給付金給付事業費補助金などが減少した国

庫支出金や、臨時財政対策債などが減少した市債などです。

　また、増収となった主な費目は、市民税（法人分）などが増加した市税や、モーターボー

ト競走事業収入などが増加した諸収入などです。

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 譲 与 税

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

環 境 性 能 割 交 付 金

交通安全対策特別交付金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

利 子 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

●分担金及び負担金等の内訳

繰 越 金

繰 入 金

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

費　　　　目 前年度比較額 費　　　　目 前年度比較額

財 産 収 入

寄 附 金

（単位：百万円，％）

減 収 と な っ た 費 目 増 収 と な っ た 費 目

国 庫 支 出 金 △7,852 市 税 4,497

市 債 △1,100 諸 収 入 1,212

地 方 特 例 交 付 金 △766 繰 入 金 1,117

株式等譲渡所得割交付金 △174 繰 越 金 889

市債
16,461 (7.3%)

総 額

２２６，４５１

百万円

自主財源

114,753（50.6%）

地方交付税
16,527 (7.3%)

その他
16,575 (7.3%)

市税
87,638 (38.7%)

分担金及び負担金等
20,272 (8.9%)

諸収入
6,843 (3.0%)

国庫支出金
48,152 (21.3%)

県支出金
13,983 (6.2%)

依存財源

111,698 （49.4%）
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■　収入の推移

(単位：億円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

830 847 837 831 876

60 64 61 56 69

187 185 152 183 203

524 537 1,077 693 621

152 131 136 166 165

251 245 232 176 165

123 126 141 166 166

2,127 2,135 2,636 2,271 2,265

そ の 他

合        計

自
主
財
源

市 税

諸 収 入

分担金及び負担金等

依
存
財
源

国 県 支 出 金

地 方 交 付 税

市 債

830 847 837 831 876 

60 64 61 56 
69 

187 185 152 183 
203 

524 537 

1,077 
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136 

166 165 251 245 

232 

176 165 
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（億円）

分担金及び
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市 債

地方交付税

国県支出金

諸収入

2,127 2,135
2,265

2,636

2,271

市 税
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■　市税収入の内訳（単位：億円）

市税収入額　　876

■　市税収入の推移（単位：億円）

合         計

822
789790 813819

（億円）
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30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

382 391 391 389 404 

244 249 254 249 252 

61 62 46 45 
67 

143 145 146 148 
153 

その他の税

市民税（法人）

市民税（個人）

固定資産税

固定資産税

404 （46.1%）

市民税(個人）

252 （28.7%）

市民税（法人）

67 （7.6%）

都市計画税

55 （6.3%）

事業所税

46 （5.3%）

市たばこ税

35 （4.0%）

軽自動車税

17 （2.0%）

837847830
876

（億円）

831
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支出の状況（一般会計）

■　目的別決算の内訳（単位:百万円）
●その他の内訳

議 会 費 835

労 働 費 575

災害復旧費 66

諸 支 出 金 7

  令和４年度の支出総額は、前年度に比べ１３億６，７００万円（０．６％）の減額となっています。

主なものは、以下の表のとおりです。

前　年　度　比　較　　（単位：百万円）

　減額となった主な費目は、子育て世帯臨時特別給付金給付事業費が減少した民生費、阿知３丁目東

地区市街地再開発事業費が減少した土木費などです。

　一方、増額となった主な費目は、給食調理場等更新事業費が増加した教育費、（仮称）倉敷西部ク

リーンセンター整備事業費が増加した衛生費などです。

●減額となった主な費目
民 生 費 土 木 費 災 害 復 旧 費

伸 び 率 △ 7.0％ △ 8.5％ △ 96.3％

令 和 ３ 年 度 96,301 26,314 1,800

令 和 ４ 年 度 89,522 24,064 66

差 引 額 △ 6,779 △ 2,250 △ 1,734

●増額となった主な費目

令 和 ３ 年 度 15,026 23,978 21,559

教 育 費 衛 生 費 総 務 費

伸 び 率 31.1％ 15.6％ 4.8％

令 和 ４ 年 度 19,701 27,709 22,602

差 引 額 4,675 3,731 1,043

民生費

89,522 

（41.6%）

衛生費

27,709 

（12.9%）

土木費

24,064 

（11.2%）

総務費

22,602 

（10.5%）

教育費

19,701 

（9.1%）

公債費

18,888 

（8.8%）

消防費

5,108 

（2.4%）

農林水産業費

3,949 

（1.8%）

商工費

2,331 

（1.1%）

その他

1,483 

（0.7%）

総額
２１５，３５７

百万円

衛生費

27,709

(12.8%)
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■　目的別決算の推移（単位：億円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

151 162 654 216 226

821 810 853 963 895

262 284 214 240 277

271 260 282 263 241

172 168 179 150 197

169 171 175 181 189

182 195 184 154 129

2,028 2,050 2,541 2,167 2,154

そ の 他

合       計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費

教 育 費

公 債 費
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184 

195 

182 

2,050

2,541

2,167

2,154

2,028

総務費 民生費 土木費 公債費 その他教育費衛生費
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■ 性質別決算の内訳（単位：百万円）

●その他の内訳

維持補修費 4,529

貸付金 318

1,992

　支出を性質別に分類すると、その支出が義務づけられている義務的経費（人件費、扶助費、公債費）、公共施設の

建設など支出の効果が長期にわたって持続する投資的経費及びその他の経費（物件費、貸付金等）に分けられます。

前　年　度　比　較　　（単位：百万円）

■　性質別の内主なもの（単位：億円）

差 引 額 △ 6,690 1,565 3,758

増 減 率 △ 5.9 ％ 8.0 ％ 4.5 ％

令 和 ３ 年 度 113,150 19,543 84,031

令 和 ４ 年 度 106,460 21,108 87,789

義務的経費 投資的経費 その他の経費

投資及び出資金

義務的経費
106,460
（49.4％）

扶助費

人件費

公債費

投資的経費

その他
87,789

（40.8％）

529 520 
541 

658 

581 

276 278 296 293 294 

287 267 277 195 211 

169 171 175 181 189 

0
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30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

総 額

215,357

百万円

扶助費 58,143（27.0％）

人件費 29,435（13.7％）

公債費 18,882（8.7％）
普通建設事業費 21,060
災害復旧事業費 48 （9.8％）

物件費 27,576（12.8％）

繰出金 11,879（5.5％）

補助費等 27,836（13.0％）

積立金 13,659（6.4％）
その他 6,839（3.1％）

投資的経費
21,108
（9.8％）
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令和４年度に行った主な事業（特別会計を含む）

○　一般会計

広報、情報化、防災、選挙など

・ 物価高騰対策経済支援事業費（水道料金の負担による経済支援） 9 億 565 万円

・ 防災対策費（自主防災組織育成事業費など） 1 億 5,281 万円

障がい者・高齢者・児童福祉など

・ 児童福祉費（児童手当、放課後児童クラブ、保育所・認定こども園など） 315 億 4,445 万円

・ 社会福祉費（国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療事業特別会計繰出金など） 249 億 3,546 万円

・ 障がい福祉費（居宅介護等事業費、生活介護事業費、就労継続支援事業費など） 144 億 7,070 万円

（平成２５年９月３０日現在）・ 生活保護費（生活扶助給付事業費など） 126 億 5,623 万円

健康づくり、環境対策、ごみ処理など

・ 感染症対策費（予防接種事業費、新型コロナウイルス感染症対策事業費など） 72 億 5,803 万円

・ 34 億 6,406 万円

・ 24 億 5,252 万円

・ 清掃施設整備費（（仮称）倉敷西部クリーンセンター整備事業費など） 24 億 3,701 万円

農業・漁業などの振興・育成

・ 農業施設新設改良費（農道、水路、揚排水機場など） 14 億 5,692 万円

・ 農業振興費（農産園芸振興対策、農業者向け物価高騰対策への助成など） 3 億 3,332 万円

商工業の育成、観光振興

・ 14 億 3,478 万円

・ 観光振興費（観光客誘致事業費、観光イベント事業費など） 4 億 3,683 万円

道路整備、土地区画整理など

・ 下水道費（下水道事業会計繰出金など） 103 億 9,711 万円

・ 土地区画整理費（倉敷駅周辺第二土地区画整理事業費など） 29 億 9,212 万円

・ 道路維持管理費 20 億 4,407 万円

・ 道路新設改良費（柏島道越線など） 12 億 1,907 万円

・ 港湾費（県営工事等負担金など） 9 億 8,282 万円

消火・救急活動、防災対策

・ 常備消防施設費（消防庁舎等維持補修費、高規格救急車購入費など） 8 億 1,160 万円

・ 非常備消防施設費（消防団消防車両購入費、消防機庫建設・整備費など） 6,887 万円

学校教育、生涯学習など

・ 教育総務費（パソコン整備、英語教育推進、学力向上支援、生徒指導対策費など） 57 億 6,437 万円

・ 学校園建設費（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園） 45 億 8,388 万円

・ 学校園管理費（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園） 38 億 1,729 万円

・ 生涯学習費（ライフパーク倉敷、公民館、図書館など） 22 億 1,352 万円

○　特別会計

・ 保険給付費 325 億 3,651 万円

・ 保険給付費 410 億 6,575 万円

・ 後期高齢者医療広域連合納付金 67 億 8,794 万円

農林水産業費

総務費

民生費

衛生費

焼却場管理費（水島清掃工場、資源循環型廃棄物処理施設など）

福祉医療費（子ども医療費・ひとり親家庭等医療費・重度心身障がい者医療費の助成など）

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

商工費

商工業振興費（企業誘致推進事業費、電気・ガス価格高騰緊急経済対策への助成など）

土木費

消防費

教育費
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財　政　指　標
○財政力指数
　市が通常必要とする経費を、市税など普段の収入でどの程度賄うことができるかを表す指数。 数字が１
以上なら、市が年間に必要とする経費以上に税収などがあり、豊かな自治体といえます。

○経常収支比率
　人件費や扶助費など経常的に必要な経費が、市税などの普段の収入に占める割合を表す指標。数字が
大きくなると財政が硬直化し、新規事業に充てる予算が少なくなります。

○健全化判断比率
　「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の４つの指標の総称。これら
の比率が１つでも基準値を上回ると、財政の早期健全化または財政再生のための計画を定め、財政の健
全化を図らなければなりません。令和４年度は黒字であり、実質公債費比率と将来負担比率は、いずれも
基準値を下回るものでした。

※赤字がない場合は「－」と表示。△は黒字比率

※標準財政規模…地方公共団体において標準的に収入される一般財源の規模を示すもので、おおむね市税・

　 地方譲与税・普通交付税の合算額。

○公営企業の資金不足比率
　各公営企業の事業規模に対する資金不足額の割合を示す指標。経営健全化基準値（資金不足比率
20.0％）を上回ると、経営健全化のための計画を定め、経営の健全化を図らなければなりません。令和
４年度は、いずれの事業も資金不足は発生しませんでした。

※対象公営企業会計
下水道事業会計、水道事業会計、市民病院事業会計、モーターボート競走事業会計

実質赤字比率
(標準財政規模に対する一般会計などの赤字の割合）

－
(Δ 7.90)

11.25 20.0

（単位：％）

指     標     名 倉敷市 早期健全化基準 財政再生基準

将来負担比率
（標準財政規模に対する将来市が支払う借入金返済額などの割合）

－
(Δ7.7)

350.0 －

連結実質赤字比率
（標準財政規模に対する全会計の赤字の割合）

－
(Δ43.03)

16.25 30.0

実質公債費比率
（標準財政規模に対する1年間で支払った借入金返済額などの割合）
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地方債現在高（令和４年度末）

会計別市債残高の推移

２３年度

市有財産の状況（公営企業を除く）

（単位：百万円）

会 計 別 現 在 高

一 般 会 計 195,268

計 192

企
業
会
計

下 水 道 事 業 111,452

水 道 事 業 17,099

市 民 病 院 事 業 6,022

計

特
別
会
計

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 0

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 192

134,573

※令和元年度から、下水道事業と農業集落排水事業が「下水道事業」として特別会計から企業会計に移行しました。

（令和５年３月３１日現在）

区 分 現 在 高 区 分 現 在 高

920 百万円 

建 物 1,478,958 ㎡ 出 資 に よ る 権 利 4,027 百万円 

公

有

財

産

土 地 12,320,761 ㎡ 公
有
財
産

有 価 証 券 （ 株 券 ）

山 林 4,221,503 ㎡ 物 品

無体財産権（意匠権等） 0 そ の 他

バス9台ほか 

動 産 （ 船 舶 ） 1 債 権 5,629 百万円 

金地金78kg  

物権（地上権、地役権） 934,333 ㎡ 基 金 66,324 百万円 
（ ）内は令和５年５月３１日現在 （61,231 百万円） 

一般会計

1,821
1,905

1,969 1,971 1,953

1,451

3 2 2 2

225

1,622 1,527 1,435

1,346

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

（億円）

一般会計

特別会計

企業会計
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基金の状況

※主な増額理由

・減債基金・・・よい子いっぱい債（住民参加型市場公募債）の償還のための積立による

・公共施設整備基金・・・公共施設の整備のための積立による

・学校施設整備基金・・・学校施設の整備のための積立による

基 金 名 称
令和 5年 5月末
現 在 高 （ A ）

令和 4年 5月末
現 在 高 （ B ）

増 減 額
（ A － B ）

百万円

　　　　減　   債 　  基　   金 11,907 百万円 8,608 百万円 3,299 百万円

　　　　財　政　調　整　基　金 12,558 百万円 12,753 百万円 △ 195

百万円

清 掃 施 設 整 備 基 金 2,901 百万円 1,900 百万円 1,001 百万円

倉 敷 ふ る さ と 応 援 基 金 423 百万円 238 百万円 185

百万円

産 業 廃 棄 物 適 正 処 理 基 金 850 百万円 834 百万円 16 百万円

学 校 施 設 整 備 基 金 5,122 百万円 3,121 百万円 2,001

百万円

そ

の

他

特

定

目

的

基

金

交 通 拠 点 施 設 整 備 基 金 1,328 百万円 1,328 百万円 0 百万円

環 境 保 全 基 金 22 百万円 21 百万円 1

国 際 交 流 基 金 500 百万円 501 百万円 △ 1 百万円

百万円

ス ポ － ツ 振 興 基 金 319 百万円 330 百万円 △ 11 百万円

文 化 振 興 基 金 468 百万円 473 百万円 △ 5

百万円

ふるさと・水と土保全対策基金 18 百万円 21 百万円 △ 3 百万円

地 域 福 祉 基 金 588 百万円 589 百万円 △ 1

百万円

将 棋 文 化 振 興 基 金 46 百万円 46 百万円 0 百万円

よ い 子 い っ ぱ い 基 金 225 百万円 226 百万円 △ 1

百万円

奨 学 基 金 399 百万円 428 百万円 △ 29 百万円

緑 化 基 金 182 百万円 182 百万円 0

百万円

図 書 館 図 書 整 備 基 金 15 百万円 15 百万円 0 百万円

地 域 振 興 基 金 3,900 百万円 3,900 百万円 0

百万円

商 工 業 活 性 化 基 金 26 百万円 34 百万円 △ 8 百万円

ま ち づ く り 基 金 187 百万円 186 百万円 1

百万円

公 共 施 設 整 備 基 金 8,818 百万円 6,816 百万円 2,002 百万円

災 害 復 興 基 金 2,063 百万円 2,150 百万円 △ 87

百万円

新型コロナウイルス感染症対策基金 194 百万円 207 百万円 △ 13 百万円

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 143 百万円 92 百万円 51

百万円
定
額
運
用

土 地 開 発 基 金 1,930 百万円 1,930 百万円 0 百万円

企業版ふるさと納税による倉敷みらい創生基金 4 百万円 7 百万円 △ 3

緊 急 援 護 資 金 貸 付 基 金 40 百万円 41 百万円 △ 1 百万円

491 百万円

介 護 給 付 費 等 準 備 基 金 2,368 百万円 2,426 百万円 △ 58 百万円

国民健康保険事業財政調整基金 3,687 百万円 3,196 百万円他
会
計
分

計 61,231 百万円 52,599 百万円 8,632 百万円
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％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※　予算現額は４年度からの繰越額を含む。

37.6

特

別

会

計

36.4

令和５年度上半期財政運営の状況

（令和５年９月３０日現在） （単位：百万円）  

会 計 別 予算現額
収 入 支 出

収入済額 執 行 率 支出済額 執 行 率

33.4

介 護 保 険 事 業 42.8

国 民 健 康 保 険 事 業

企

業

会

計

計

下 水 道 事 業

水 道 事 業

市 民 病 院 事 業

53.7%

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 78.4 32 31.4

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 32.9 2,4417,312

80

17,326

収入済額 執行率 予算現額

41.7%

37.6 16,764

計 99,270 39,414 39.7 38,300 38.6

14,29110,238 39.2%26,147

財 産 区 会 計 44 100 227.3 3

支出済額

会 計 別
収 入 支 出

執行率

34,264

予算現額

66.7%

4,693

11,788 4,162 5,708

1,770

111,096 63,955 57.6% 122,590 65,776

32.9%

35.5%

68,468 47,602 69.5%

1,953 41.6%

237,841

45,752

35.3%

99,361

102

2,409

19,597

46,104

6.8

4,981

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業 66,019 44,007

19,063 41.7

17,328

一 般 会 計 41.8 89,414
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 　年度の途中で資金不足を生じた場合に、銀行等から一時的に借り入れるお金のことです。

　普通交付税は、すべての団体が標準的な行政水準を維持するために必要な経費（基準財政需要額）と

標準的な状態で徴収が見込まれる税等の収入額（基準財政収入額）を算出し、需要額が収入額を上回っ

た場合に交付され、各地方公共団体間の財源の不均衡を調整するためのものです。

一 時 借 入 金 の 現 在 高

（令和５年９月３０日現在） (単位：百万円）

会        計        別 予算で定めた限度額 現      在      高

一 般 会 計 30,000 ―

下 水 道 事 業 6,000 ―

区 分 平成３年度 令和４年度 令和５年度

水 道 事 業 200 ―

市 民 病 院 事 業 100 ―

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業 30 ―

普 通 交 付 税

(単位：百万円）

基 準 財 政 収 入 額 70,583 73,316 76,864

基 準 財 政 需 要 額 85,660 88,279 90,241

差 引 額 △ 15,077 △ 14,963 △ 13,377

普 通 交 付 税 額 15,077 14,963
13,336
（見込）
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